




＜連結決算概要＞

売上収益は２兆1,769億円と、前年比 ▲515億円、
2.3％の減収となりました。
その他収支を除く営業利益は、
1,389億円と、前年比 ▲283億円、16.9％、
当期利益は、975億円と、前年比 ▲ 156億円、
13.8％の減益となりました。



＜得意先売上（現地通貨ベース）＞

トヨタグループ向け
7.9%の増収となりました。
軽自動車の不振があるものの、
国内車両生産全体としては増加したこと、
また、アジアや北米での好調な生産や、北米での安全製品の
拡販により、海外でも増加しました。

トヨタグループ以外カーメーカ向け
5.9%の増収となりました。
・ホンダは、主にアジアでの車両生産の増加や北米での拡販により、
・フィアット・クライスラーは、欧州での車両生産の増加やエアコン製品の
拡販により、
・GMは、北米での車両生産の増加やエアコン製品の拡販により、
それぞれ売上が増加しました。



＜製品別売上（現地通貨ベース）＞

パワトレイン
アジア地域や欧州での車両生産増加
により、売上が増加しました。

熱
中国や欧州での車両生産増加や
エアコン製品の拡販により、増加しました。

情報安全
日本や北米での車両生産増加や
予防安全製品の拡販により、増加しました。



＜営業利益（除くその他収支）の増減要因＞

主な点は以下の通りです。
マイナス要因
①為替差損 ▲590億円は、主にドルで17円、ユーロで17円など、
円全面高であったことによるものです。

②労務費増 ▲120億円は、主に日本及び新興国での賃金増加によるもの
です。

③経費増 ▲90億円は、生産管理や経営管理面でのシステムの再構築等、
将来の成長に向けた投資によるものです。

プラス要因
①操業度差益 ＋520億円は、生産の増加や拡販によるものです。
②合理化努力 ＋180億円は、コストダウンや生産性向上によるものです。

以上により、“その他収支を除く営業利益”は1,389億円となりました。



＜地域別の売上・営業利益（円貨ベース）＞

次ページにて、現地通貨ベースで説明



＜地域別の売上・営業利益（現地通貨ベース・その他収支を除く）＞

日本

・為替の影響があるものの、車両生産の増加により、
売上収益は増収となりました。

・利益については、円高の影響が大きく、減益となりました。

日本以外

・北米・欧州・アジアで、生産の増加や拡販により増収増益となりました。



＜通期予想＞

売上収益は、４兆3,800億円、自動車市場の動向を踏まえ、
前回公表値より、▲200億円の減収を予想しております。

一方、合理化のやり切りにより、“その他収支を除く営業利益”は
2,860億円と、前回公表値より、＋40億円の増益を見込んでおりま
す。

前提となる為替レートは、通年ではドル105円、ユーロ117円、
下期レートはドル105円、ユーロ115円です。
日系車両生産台数は、国内は 894万台、海外は 1,952万台と
想定しております。





＜売上収益の振り返り＞
過去最高益であった14年3月期を基点とした
足もとの状況について振り返ります。

売上は、アセアン地域の伸び悩み、円高の影響はありましたが、
ホンダ、日産、デトロイト３をはじめとした、
トヨタ以外OEMへの拡販を中心に、
着実に増加させることができました。



＜営業利益の振り返り＞
一方、営業利益ですが、
足もとは、14年3月期から減益となっております。
これは、海外新工場、新製品の立ち上げや、
高水準で研究開発費を投入してきたことなど、
強い意志のもと、将来を見据えた投資を継続してきた結果です。



＜振り返りを踏まえた成長目標＞
「2020年に向けて」は、一時的な踊り場を脱し、
これまでの「将来を見据えた投資」の成果を、確実に刈り取ってまいりま
す。

＜３つの柱となる取り組み＞
１つ目が“「環境」「安心・安全」分野製品の拡大”です。
今後も規制強化に先んじて、品質、信頼性のより高い製品を、世の中に
展開してきます。

2つ目が“生産革新の開花”。国内でのダントツ化の目途付けが完了し、
順次海外へ展開していきます。
また、日本中心に進めてきた新製品の生産も海外にシフトしていく予定
で、これにより、為替の変動に強い体質にしていきます。

3つめは“より一層の合理化”によって、円高にも耐えうる、
筋肉質な体質への強化を進めてまいります。

この３つの取り組みを着実に進めることで、
2020年度には「売上を5兆円」、「営業利益率を安定的に8％台」を
目指します。





＜「安心・安全」分野の取り組みの考え方＞
デンソーは、「安心・安全な移動の自由」を
社会に提供してまいります。
ADAS・自動運転の分野については、「周りを見る」といった
走行環境認識など、５つの分野での技術が必要と考えており、
これらの開発を特に進めてまいります。

また、自動運転分野では高度な技術に加えて、
品質と信頼性が求められます。

デンソーが、長年に渡って自動車部品の量産実績で培った、
「多様な要素技術」「品質信頼性」「顧客対応力」は、
この分野でこそ、より活かされると考えています。

加えて、進歩の速い技術に対応するため、パートナーとの
連携も強化してまいります。

これらの取り組みによって、品質と信頼性の高い技術で
「安心・安全な移動の自由」を実現してまいります。



＜パートナーとの連携強化＞
全てを手の内化する自前主義にこだわることなく、
お互いの強みを活かせるパートナーと連携することで、
高度化する技術にもスピード感を持って対応していきます。
特に注力している「走行環境認識」を中心に、
パートナーと共に、技術開発を加速してまいります。



＜事例１＞
車載用画像センサーに、
ソニーのイメージセンサーを搭載することで、
カメラの高性能化を実現し、
夜間の歩行者認識を可能としました。

ソニーのイメージセンサーは、
高感度で光量の少ない夜間でも正確に被写体を撮影でき、
監視カメラなどにも採用されています。

今回デンソーは、このイメージセンサーを採用し、
車載用としての耐熱性、耐震性などを向上させ、
車両搭載を可能にしました。



＜事例2＞
人工知能技術であるDNN の開発についてご紹介します。
DNNの技術開発にあたっては、
人間の脳の神経回路をモデルとしたアルゴリズム、大量の学習デー
タ、学習を行うための計算環境の３つの柱が不可欠です。

そのため、先端の技術が必要とされるアルゴリズムについては、
昨年、株式会社モルフォと株式引き受け契約を締結し、
画像認識技術の開発を共同で進めています。

また、学習データについては、デンソーの海外拠点、
国内外のベンチャー企業の協力のもと、大量のデータを効率よく収集
しています。

さらに、最適な計算環境の構築を目指し、
グループ会社のITラボや大学と連携しています。

そして、DNNの画像センサへの搭載のため、
東芝と共同してハードIPの開発を推進しています。

このように、企業、大学等研究機関との連携を積極的に推進し、
スピード感のある開発を行っています。



＜DNNの技術を用いた認識イメージ＞
自動運転の実現に向けては、様々な障害物や標示、
車両が走行するためのフリースペース、また危険が予想される
シーンの認識など、あらゆる状況の認識が必要となります。
しかし、従来の画像認識では、個々の人や車の認識のみにと
どまっておりました。



＜DNNの技術を用いた認識イメージ＞
従来の画像認識に対し、ＤNNを用いた画像認識では、
自ら対象物の特徴を抽出し学習することで、
多様な対象物の認識、
および検知精度の飛躍的な向上を実現します。

これにより、自動運転時に求められる
「走行可能なフリースペースの認識」や、
「歩行者、クルマ等の動きの予測」を可能にしています。



＜2020年度の安心・安全の売上目標＞
取り組みを着実に推進し、
社会に貢献できる安心・安全製品を提供することで、
情報安全事業全体としては2020年度で1兆円、
うち、ADAS分野で2,000億円の売上を目指します。
また、ADAS分野の利益については、
18年度でブレイクイーブン、
20年度では全社を牽引できる水準を目指してまいります。





＜財務・資本戦略＞
デンソーは、営業活動を通じて
毎年約１兆円のキャッシュを生み出していますが、
更なる企業価値向上のため、
設備投資、研究開発、そして株主還元とＭ&Ａに、
意思を持って活用してまいります。

従来、デンソーは創出したキャッシュを
貯めているのではというご意見を頂いておりました。

また、Ｍ＆Ａやアライアンスに対する方針についても
ご質問を頂いておりました。
今後、積極的にＭ＆Ａやアライアンスを進めるとともに、

株主還元方針を通じて、
企業価値向上という株主様の長期目線の期待に、
しっかりと応えていきます。



＜設備投資＞
3,000億円強の水準を継続し、
ダントツ工場の海外展開やFactory IoT推進などにより、
グローバルでのモノづくりの実力を一層向上させてまいります。

＜研究開発＞
足元の利益水準は厳しいですが、
「安心・安全」分野、「環境」分野を中心に、
今後の成長のため、
引き続き売上収益比9%を継続してまいります。



＜株主還元＞
今期は利益は減少する見込みですが、
来期以降、収益性を回復させていく目標を踏まえ、
安定的に株主様に還元していくという考えのもと、
年間配当は前年から据え置く予定です。

今後とも企業価値の向上に努めるとともに、
長期で株主の皆様の期待にお応えし続けられるよう、
安定的な配当に加え、機動的な自己株式取得を行うことにより、
一層の株主還元を図ってまいります。
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